介護予防サービス計画作成等にかかる主治医連絡票の取り扱いについて
地域ケア推進課

みだしの件につきましては、平成26年3月12日付健康福祉局高齢福祉部地域ケア推進課長・介護保険課長通知「介護予防にかかる主治医連絡票の取り扱いについて」（以下、「平成26年通知」という。）によりお取り扱いいただいておりますが、「名古屋市介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）」を平成28年6月より開始することに伴い、以下のとおりお取り扱いいただきますようお願いいたします。また、これに伴い平成26年通知は廃止します。
本通知につきましては、介護予防支援および第1号介護予防支援事業（介護予防ケアマネジメント）の委託事業者様等にもご周知くださいますようお願いいたします。
なお、様式につきましては、NAGOYAかいごネットでもご案内させていただくことを申し添えます。

記

1. 趣旨

（１）要支援者（様式１）・・・・【別紙１】
要支援者の介護予防サービス計画等を作成するにあたり、主治医からの意見を求めたり、サービス担当者会議への出席を依頼するために使用するもの。

（２）介護予防・生活支援サービス事業対象者（様式２）・・・・【別紙２】
　　　基本チェックリストで「介護予防・生活支援サービス事業」の対象者と判定された方の介護予防ケアマネジメントに基づくサービス計画を作成するにあたり、主治医からの意見を求めたり、サービス担当者会議への出席を依頼するために使用するもの。
2. 各様式についての留意事項

（１）様式１「介護予防サービス計画にかかるご協力について」

1 医師への連絡時期

課題分析終了後～サービス担当者会議前等、必要に応じて適宜連絡する。

2 送付担当者

　原則介護予防サービス計画作成担当者とする。

　　（委託の場合は委託居宅介護支援事業所とするが、必要に応じていきいき支援センターが送付することも可）

3 その他
　主治医へのサービス担当者会議の出席依頼をする場合が多いと想定して、「備考」欄にその旨の記載があるが、必要ない場合は消して使用しても可とする。

（２）様式２「介護予防ケアマネジメントに基づくサービス計画の作成にかかるご協力について」

1 医師への連絡時期

課題分析終了後～個別サービス計画作成前等、適宜連絡する。

2 送付担当者

原則介護予防ケアマネジメントに基づくサービス計画作成担当者とする。

（委託の場合は委託居宅介護支援事業所とするが、必要に応じていきいき支援センターが送付することも可）

3 その他

　主治医へのサービス担当者会議の出席依頼をする場合が多いと想定して、「備考」欄にその旨の記載があるが、必要ない場合は消して使用しても可とする。
なお、連絡票をいきなり送付するのではなく、あらかじめ電話等で連絡した上で送付するなど円滑な協力依頼に留意すること。
以上
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